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大和住銀投信投資顧問株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第353号
加入協会 一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会

 基準価額 9,680円
 純資産総額   14億円

 設定来 55円

 設定来 -2.7%
 (2018年11⽉27⽇現在)

－第4期分配⾦のお知らせ－
⽇頃より『⽶国短期社債戦略ファンド2017-03（為替ヘッジあり）』をご愛顧賜り誠にありがとうござい
ます。
当ファンドでは11⽉27⽇に第4期の決算を⾏い、基準価額⽔準、市況動向、分配対象額等を勘案した結果、
当期（第4期）の分配⾦を以下の通り決定いたしました。

第4期の分配⾦（税引前、1万⼝あたり） ５円

追加型投信／海外／債券 ※課税上は株式投資信託として取り扱われます。

＜基準価額等の推移 （設定⽇（2017年3⽉21⽇）〜2018年11⽉27⽇）＞

※基準価額は信託報酬控除後のものです。※分配⾦再投資基準価額および騰落率は、信託報酬控除後の基準価額に対して、税引前分配⾦を決算
⽇に再投資した修正基準価額をもとに算出、表⽰。※騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。※上記データは過去の実績であり、将来の
運⽤成果をお約束するものではありません。 ※分配⾦は税引前1万⼝あたりの⾦額です。

※購⼊の申込期間は終了しています。

■基準価額等の推移

■基準価額騰落率

■基準価額・純資産総額

■分配⾦累計
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当期の⽶国債利回りは、⽶中貿易摩擦問題や⽶国・トルコ間の関係悪化、サウジアラビアを巡る地政学リスクの
⾼まりへの懸念などから低下に転じる局⾯があったものの、⽶国の経済状況が引き続き堅調に推移したことを背
景に上昇傾向を辿りました。2018年11⽉には、記録的な⾼⽔準となった⾮製造業総合景況指数をはじめ⽶経済
指標が良好であったことから、追加利上げへの期待感が⾼まり、⽶10年債利回りは3.24％まで上昇しました。
⾜元では、世界経済の減速懸念が強まり原油先物価格が急落したことから、安全資産とされる⽶国債の買いが優
勢となり、⽶国債利回りは下落基調に転じています。
当期前半の社債市場は、⽶国の好調な企業業績や経済状況を背景に投資家⼼理が改善し、スプレッドが縮⼩した
ことから、投資適格債、ハイ・イールド社債ともに上昇しました。しかし2018年10⽉以降になると、⽶10年債
利回りの急上昇や、⽶中貿易摩擦への懸念が再浮上したことなどからリスク回避の動きが強まり、投資適格債、
ハイ・イールド社債ともに下落に転じました。
⾜元では、⽶⼤⼿企業の経営不安を受けた社債下落が市場全体の売りにつながり、投資適格社債のスプレッドが
拡⼤しています。
為替市場では、⽶10年債利回りが上昇したことから⽶ドルが買われ、2018年10⽉には⼀時1⽶ドル＝114円54
銭まで円安が進展しました。その後、2018年11⽉に⾏われた⽶国中間選挙で議会が「ねじれ」状態となり、ト
ランプ⽶⼤統領の政権運営に対するリスクが意識されたことから、⽶ドル円相場は円⾼に進み、⾜元では1⽶ド
ル＝113円台で推移しています。
今後の分配⾦については、基準価額⽔準、市況動向、分配対象額等を勘案し、決算の都度決定いたします。

＜当期の市場環境と今後の運⽤⽅針＞

＜今後の運⽤⽅針＞

＜当期の市場環境＞

当ファンドは、引き続きポートフォリオの⾦利に対する感応度を低位に維持しました。投資先としては引き続き
⽶国が中⼼となっており、ハイ・イールド社債、投資適格社債、優先証券等の幅広い資産クラスに投資していま
す。セクター別では通信セクター、消費財セクターへの配分が相対的に多くなっています。
当ファンドは、社債市場の多くの投資家が持っている格付けに関する制約やベンチマーク運⽤に伴う制約により、
割安に放置されている投資対象を発掘し、最良のリスク調整後リターンを追求します。さらに、資本構成全体を
分析することで、社債市場における数多くの資産クラスの中から最も優れた投資機会を獲得することを⽬指しま
す。⾦利に対する感応度については、引き続き低位に維持する⽅針です。

※分配対象額が少額な場合等には、委託会社の判断で分配を⾏わないことがあります。※将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証する
ものではありません。

※当コメントは、資料作成時点における市場環境もしくはファンドの運⽤⽅針等について、運⽤担当者(ファンドマネジャー他)の⾒⽅あるいは考え
⽅等を記載したもので当該運⽤⽅針は変更される場合があり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。また、将来の運⽤成果等を
約束するものでもありません。
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１．投資信託証券への投資を通じて、⽶ドル建ての社債等に実質的に投資し、安定した利息収益を確保するとと
もにトータルリターンの獲得を⽬指します。
●当ファンドは下記の「指定投資信託証券」および「キャッシュ・マネジメント・マザーファンド」を投資
対象とするファンド・オブ・ファンズ⽅式で運⽤を⾏います。
＜指定投資信託証券＞

ルクセンブルグ籍外国投資証券
○ゴールドマン・サックス・ファンズ S.I.C.A.V. ゴールドマン・サックス・ショート

・デュレーション・オポチュニスティック・コーポレート・ボンド・ポートフォリオ クラス
IXOシェアーズ（Cap MDist）

※指定投資信託証券は、今後変更または追加される場合があります。
●指定投資信託証券は、⽶ドル建ての社債等を主要投資対象とし、運⽤はゴールドマン・サックス・アセッ

ト・マネジメント・エル・ピー（所在地：⽶国ニューヨーク）が⾏います。
・機動的な銘柄⼊替えを⾏い、相対的に⾼い利息収益の継続的な確保を⽬指します。
・短期デュレーション運⽤により、⾦利変動による価格変動リスクを極⼒排除します。

※ポートフォリオ（短期⾦融商品等を含みます。）の⽬標平均デュレーションは、通常の状態では原則
として3.5年以内とすることを基本とします。

※個別証券では、残存期間が3.5年を超える債券に投資する場合があります。
２．組⼊外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを⾏います。
３．毎年５⽉、１１⽉の２７⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）に決算を⾏い、収益の分配を⽬指します。

●分配対象額の範囲は、経費控除後の利⼦・配当収益および売買益（評価損益を含みます。）等の
範囲内とします。

●収益分配⾦は、基準価額⽔準、市況動向等を勘案して、委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額な
場合等には分配を⾏わないことがあります。

●将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

※資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

＜ファンドの特⾊＞

＜ファンドの⽬的＞

当ファンドは、投資信託証券への投資を通じて、主として⽶ドル建ての社債等へ実質的に投資することで、安
定した利息収益を確保するとともに、トータルリターンの獲得を⽬指して運⽤を⾏います。

次ページに続きがあります。必ずご確認ください。
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＜投資リスク（詳しくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞

○当ファンドは、投資信託証券を通じて実質的に債券など値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変
動します。また、外貨建資産は、為替の変動による影響も受けます。したがって、投資家の皆様の投資元本は保証
されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

○信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
○投資信託は預貯⾦と異なります。
○基準価額を変動させる要因として主に、■流動性リスク ■⾦利変動に伴うリスク ■為替リスク ■信⽤リスク

■ハイ・イールド債券投資のリスク ■バンクローン投資のリスク ■転換社債投資のリスク ■カントリーリス
ク があります。

ただし、上記はすべてのリスクを表したものではありません。

４．信託期間は２０１７年３⽉２１⽇から２０２１年９⽉２１⽇とします。
●２０２１年８⽉２３⽇の既払分配⾦を含む基準価額（１万⼝当たり、税引前。以下同じ。）が１０,５００円
未満となった場合、信託期間を４年延⻑し、信託期間終了⽇を２０２５年９⽉２２⽇とします。
●毎営業⽇において、既払分配⾦を含む基準価額が⽬標⽔準を超えた場合、上記にかかわらず、実質的にわが国
の短期⾦融商品等の安定資産による運⽤に順次切り替えを⾏い、ファンド全体が安定運⽤に⼊った後、
繰上償還します。ただし、既払分配⾦を含む基準価額が⽬標⽔準を超えてから満期償還⽇までの期間が短い
場合、繰上償還を⾏いません。
●⽬標⽔準は、２０２１年８⽉２３⽇以前は１１,０００円とします。信託期間を延⻑した場合の

２０２１年９⽉２２⽇以降は１０,５００円とします。
・２０２１年８⽉２４⽇から２０２１年９⽉２１⽇の期間においては、繰上償還の判定を⾏いません。
・投資対象の外国投資証券の換⾦制限などにより当該外国投資証券の売却が速やかに⾏えない場合や、その他

やむを得ない事情により既払分配⾦を含む基準価額が⽬標⽔準を超えてから繰上償還が⾏われるまで⽇数が
かかることがあります。

・既払分配⾦を含む基準価額が⽬標⽔準を超えてから償還までの市況動向等により、既払分配⾦を含む基準価
額もしくは既払分配⾦を含む償還価額（１万⼝当たり、税引前。以下同じ。）が⽬標⽔準以下となることが
あります。

・⽬標⽔準は、安定運⽤に移⾏する⽔準であり、当ファンドの既払分配⾦を含む基準価額もしくは既払分配⾦
を含む償還価額が⽬標⽔準を超えることを⽰唆または保証するものではありません。

※資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

前ページからの続きです。必ずご確認ください。

＜ファンドの特⾊＞
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当ファンドの信託期間（償還⽅法）について
当ファンドの信託期間は、2017年3⽉21⽇〜2021年9⽉21⽇の約4年半です。
ただし、既払分配⾦を含む基準価額の⽔準により、繰上償還または償還延⻑する場合があります。

＜既払分配⾦を含む基準価額とは＞
既払分配⾦を含む基準価額とは、ある⽇の基準価額にそれまでに⽀払われた分配⾦を加算した価額の
ことです（分配⾦は1万⼝当たり、税引前）。

＜信託期間（償還⽇）について＞
各ファンドの信託期間（償還⽇）は、運⽤状況（既払分配⾦を含む基準価額の⽔準）によって決まり
ます。
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投資者が直接的に負担する費⽤
※購⼊の申込期間は終了しております。

● 信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤
● 運⽤管理費⽤ 毎⽇、信託財産の純資産総額に年率1.863％（税抜1.725％）を乗じて得た額とし

（信託報酬） ます。
運⽤管理費⽤（信託報酬）は、毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から⽀
払われます。

＜運⽤管理費⽤（信託報酬）の配分＞

※当ファンドが投資対象とする指定投資信託証券では信託報酬は収受されませんので、当
ファンドにおける実質的な信託報酬は上記と同じです。

● その他の費⽤・⼿数料 財務諸表の監査に要する費⽤、有価証券売買時の売買委託⼿数料、外国における資産
の保管等に要する費⽤等は信託財産から⽀払われます。
※監査報酬の料率等につきましては請求⽬論⾒書をご参照ください。監査報酬以外の
費⽤等につきましては、運⽤状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額
等を⽰すことができません。

※上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。

＜ファンドの費⽤（詳しくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞

＜収益分配⾦に関する留意事項＞
○分配⾦は、分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。ただし、将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額につい

て保証するものではありません。
○分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その

⾦額相当分、基準価額は下がります。
○分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払わ

れる場合があります。その場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇の基準価額と⽐べて下落することになり
ます。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を⽰すものではありません。



4ページ⽬以降の「投資リスク」と「ファンドの費⽤」の内容について必ずご確認ください
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○投資信託は、元本保証、利回り保証のいずれもありません。
○投資した資産の価値が投資元本を割り込むリスクは、投資信託をご購⼊のお客さまが負うことになります。
○投資信託は預⾦、保険契約ではありません。また、預⾦保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象では

ありません。
○銀⾏など登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の対象ではありません。

＜投資信託に関する留意点＞

※購⼊の申込期間は終了しております。

●信託期間 2017年3⽉21⽇〜2021年9⽉21⽇（約４年半）
※2021年8⽉23⽇の既払分配⾦を含む基準価額（１万⼝当たり、税引前）が10,500円

未満となった場合、信託期間を4年延⻑し、信託期間終了⽇を、2025年9⽉22⽇と
します。

●換⾦単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。
※お申込みの販売会社までお問い合わせください。

●換⾦価額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
●換⾦代⾦ 換⾦申込受付⽇から起算して、原則として６営業⽇⽬からお⽀払いします。
●換⾦申込 ニューヨーク、ロンドンまたはルクセンブルグの銀⾏または証券取引所の休業⽇と同⽇

受付不可⽇ の場合、ならびに１２⽉２４⽇はお申込みできません。
●決算⽇ 毎年５⽉、１１⽉の２7⽇（該当⽇が休業⽇の場合は翌営業⽇）
●収益分配 年２回の決算時に分配を⾏います。

＜お申込みメモ （詳しくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞

＜委託会社およびその他の関係法⼈＞
■委託会社（ファンドの運⽤の指図を⾏う者）

⼤和住銀投信投資顧問株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第353号
加⼊協会／⼀般社団法⼈ 投資信託協会、⼀般社団法⼈ ⽇本投資顧問業協会

■受託会社（ファンドの財産の保管及び管理を⾏う者）
三井住友信託銀⾏株式会社

■販売会社

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号

株式会社三重銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第11号

（50音順）

取扱販売会社名

○

登録番号
一般社団法人

金融先物

取引業協会

○

一般社団法人

第二種金融商

品取引業協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問

業協会

○


